
高知県内の入札談合事案を踏まえた

入札・契約手続きの見直しに係る試行について

平成24年1月21日

総務部 契 約 課
企画部 技術調査課

当面の再発防止策 (H24.10.17)

○公取からの改善措置要求を受け、背景・原因を踏まえた全般的な再発防止策は引
き続き検討 ⇒ H24.11.22付本省事務連絡

○今回の事態を深刻に受け止め、直ちに実施すべき対策を緊急的にとりまとめたと
ころ

１．コンプライアンス推進の強化

２．入札契約手続きの見直し
(1)技術提案書における業者名のマスキングの徹底
(2)予定価格作成時期の後倒し、入札書と技術提案書の同時提出、総合評価落札方式におけ

る積算業務と技術審査・評価業務の分離体制の確保など、不正が発生しにくい制度への
見直しを検討

３．情報管理の徹底

４．ペナルティの強化

５．再発防止策の実施状況及び実効性の定期的検証

６．再就職の自粛要請
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入札公告

競争参加資格確認申請書及び
技術提案書の提出

入札書の提出

開札

技術提案書の審査・評価

競争参加資格の確認結果の通知

（現状の手続きの例）

予定価格作成

（当面の対策）

入札公告

競争参加資格確認申請書の提出

開札

予定価格
作成

（１）予定価格作成時期の後倒し、入札書と技術提案書の同時提出
（２）積算業務と技術審査・評価業務の分離体制の確保
（３）技術提案書における業者名のマスキングの徹底

入札書と技術提案書の同時提出

競争参加資格の
確認結果通知

入札書との同時提出

予定価格作成
時期の後倒し

技術提案書の
審査・評価

積算業務と技術審
査・評価業務の
分離体制の確保

マスキングの徹底

試行方法
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関東地整における試行対象工事の選定について
（予定価格作成時期の後倒し、入札書と技術提案書の同時提出）
（

3

本試行における試行対象工事の選定は以下による。ただし、補正予算により発注
する工事は本試行の対象としないものとする。

(1) 今年度発注予定工事で①～③の事項を全て満たす工事のうち、各事務所で実施
可能な工事１件を選定し実施するものとする。

① 分任官発注工事
② 一般土木工事
③ 「総合評価落札方式（試行：二極化）の試行方針(案)」に基づき「施工能

力評価型」を適用可能な工事

(2)  (1)で選定する工事が無い場合は、来年度発注予定工事で上記①～③の事項を全
て満たす工事のうち、実施可能な工事で早期に実施するものとする。

(3) その他の工事であっても、各事務（管理）所長が必要と認める場合には試行で
きるものとする。
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分任官工事のＨ２５年１月以降の発注方針

技術提案評価型

Ⅰ型 Ⅱ型 Ｓ型

維持工事

その他土木工事

営繕工事

電気、機械工事

分任官工事のＨ２５年１月以降の発注方針

現行方式 二極化方式

簡易型 標準Ⅱ型
施工能力評価型

１月以降手続き開始の一般土木工事の中から試行対
象工事を選定する。
（実施可能な工事で１件を選定）

談合防止対策を踏まえた手続きの
見直しにより行う。
（実施可能な工事で１件を選定）

・Ｈ２４年度中は従来の通常手続きにより行う。
・Ｈ２５年度から二極化に移行する。
　（移行時期は今後調整）

一般土木
・試行対象工事以外は従来の通常手続きにより行
う。
・Ｈ２５年度から二極化に移行する。
　（移行時期は今後調整）

・Ｈ２４年度中は従来の通常手続きにより行う。
・Ｈ２５年度からは談合防止対策を踏まえた手続き
の見直しにより行う予定。

分任官工事試行選定フロー
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二極化タイプの選定

Ｙｅｓ Ｎｏ

簡易型、標準Ⅱ型

【対象外】

二極化タイプ
の選定

施工能力評価
Ⅰ型、Ⅱ型

技術提案Ｓ型
【対象外】

談合防止対策同時
提出方式による

従来の二極化試行方式で
実施

【手続きの選択方法】

【入契手続き】

Ｎｏ

Ｙｅｓ

二極化試行の選択

Ｙｅｓ
Ｎｏ

一般土木工事である

試行対象工事として
選定した工事である

施工能力評価
Ⅰ型、Ⅱ型

技術提案Ｓ型
【対象外】

試
行
工
事
の
再
抽
出



現行システムでの対応策（総合評価落札方式に係る当面の対策）

発注者 受注者

調達案件情報 登録 調達案件情報 検索／参照

競争参加資格確認申請書

提出

技術提案書、技術資料競争参加資格確認申請書

受領

競争参加資格確認申請書受付票 発行
競争参加資格確認申請書受付票

受領

競争参加資格確認通知書 発行
競争参加資格確認通知書 受領

受理通知 発行 受理通知 受領

入札書と技術資料・技術提案書の同時

提出を求めるため、競争参加資格確認

通知書（資格有り）を「受理通知」の位置

付けとして発行する。

競争参加資格確認通知書（資格有

り）が送付されるが、「受理通知」とし

て扱う。競争参加資格の確認ではな

い。

発注者 受注者

入札書 提出
入札書 受領

入札書受付票 発行 入札書受付票 受領

入札締切通知書 発行 入札締切通知書 受領

「資格無し」の入札参加者に限り、競争

参加資格確認通知書 郵送

「資格無し」の入札参加者

に限り、競争参加資格確

認通知書 受領

開 札

落札者決定通知書 発行

再入札の場合、再入札手続きへ移行

落札者決定通知書 受領

○月○日までに競争参加資格確認通

知書が届かない場合には、受理通知

をもって競争参加資格があるものとみ

なす。（すなわち、競争参加資格があ

るものと理解されたい。

現システムでは対応できないた

め、紙並びにＦＡＸで対応。

保留通知書 発行 保留通知書 受領

技術提案書・技術資料 受領

・電子入札システムで入札書、工事費内訳書を提出（従前どおり）。

・技術提案書・技術資料については郵送又は託送にて提出。

競争参加資格確認の結果、「資格無し」となった場

合（苦情申立てがあった場合は手続きを経て「資格

無し」が確定した場合）、入札状況登録で当該入札

参加者を「無効」とする。

申請書（頭紙）

歩掛見積（必要な場合）

「添付資料」の枠に「競争参加資格確認申請書」の頭紙を添付する（押印

不要）【例】。加えて、歩掛見積が求められている場合は、「添付資料」の枠

に歩掛見積を添付して提出。技術提案書、技術資料は入札書と同時提出す

るため、添付しない。

（「添付資料」の枠は、添付必須となっているため、何らかのファイルを添付し

なければ次画面へ進めない。）

申請書（頭紙）

歩掛見積（必要な場合）

システム上の作業

システム以外の作業

変更点

技術提案書・技術資料 提出

工事費内訳書

発注者 受注者

調達案件情報 登録 調達案件情報 検索／参照

競争参加資格確認申請書

提出

技術提案書、技術資料競争参加資格確認申請書

受領

競争参加資格確認申請書受付票 発行
競争参加資格確認申請書受付票

受領

競争参加資格確認通知書 発行
競争参加資格確認通知書 受領

受理通知 発行 受理通知 受領

入札書と技術資料・技術提案書の同時

提出を求めるため、競争参加資格確認

通知書（資格有り）を「受理通知」の位置

付けとして発行する。

競争参加資格確認通知書（資格有

り）が送付されるが、「受理通知」とし

て扱う。競争参加資格の確認ではな

い。

発注者 受注者

入札書 提出
入札書 受領

入札書受付票 発行 入札書受付票 受領

入札締切通知書 発行 入札締切通知書 受領

「資格無し」の入札参加者に限り、競争

参加資格確認通知書 郵送

「資格無し」の入札参加者

に限り、競争参加資格確

認通知書 受領

開 札

落札者決定通知書 発行

再入札の場合、再入札手続きへ移行

落札者決定通知書 受領

○月○日までに競争参加資格確認通

知書が届かない場合には、受理通知

をもって競争参加資格があるものとみ

なす。（すなわち、競争参加資格があ

るものと理解されたい。

現システムでは対応できないた

め、紙並びにＦＡＸで対応。

保留通知書 発行 保留通知書 受領

技術提案書・技術資料 受領

・電子入札システムで入札書、工事費内訳書を提出（従前どおり）。

・技術提案書・技術資料については郵送又は託送にて提出。

競争参加資格確認の結果、「資格無し」となった場

合（苦情申立てがあった場合は手続きを経て「資格

無し」が確定した場合）、入札状況登録で当該入札

参加者を「無効」とする。

申請書（頭紙）

歩掛見積（必要な場合）

「添付資料」の枠に「競争参加資格確認申請書」の頭紙を添付する（押印

不要）【例】。加えて、歩掛見積が求められている場合は、「添付資料」の枠

に歩掛見積を添付して提出。技術提案書、技術資料は入札書と同時提出す

るため、添付しない。

（「添付資料」の枠は、添付必須となっているため、何らかのファイルを添付し

なければ次画面へ進めない。）

申請書（頭紙）

歩掛見積（必要な場合）

システム上の作業

システム以外の作業

変更点

技術提案書・技術資料 提出

工事費内訳書



同時提出試行　［施工能力評価Ⅰ・Ⅱ型］の手続きスケジュール：従来の「簡易型」

　月　　日（　）

※審査基準日

　　月　　日（　）

　　月　　日（　）

　　月　　日（　）

着色部分は、土曜、日曜及び祝日を含めずに、必要日数を確保する。

は、実施する場合。

注１）　競争参加資格がないと認めた理由の説明要求があった場合には、必要に応じて延期するものとする。

注２）　対象歩掛を公表する場合。なお、対象歩掛は下記のとおり。
①局特別調査（建設物価調査会、経済調査会）結果により決定した歩掛
②施工実績のある業者に見積依頼、徴収して採用した歩掛
③地整独自の運用歩掛等を使用した歩掛

理由の説明要求
に係る回答期限

交付の翌日から
５日以上

確認申請書（Ⅰ）、（Ⅱ）並
びに図面及び仕様書等に
対する質問書の提出期限 確認申請書（Ⅰ）の提出期限日

　　月　　日（　）

工事件名：○○○○工事

総合評価小委員会・分科会
　　月　　日（　）

技術審査会
　　月　　日（　）

入札・契約手続運営委員会
　　月　　日（　）

入札公告、入札説明書交付
　　月　　日（　）

翌日から
３日以内

１１日前 ５日後 競争参加資格確認通知発行（受理通知）
注２）工事歩掛の公表（交付）

　　月　　日（　）

通知の翌日
から１０日後

確認申請書（Ⅱ）及び入札書・工事費内訳書
の提出期限

　　月　　日（　）

※技術資料の提出は郵送又は
　 託送のみ受け付ける。
※入札書・工事費内訳書は、
   電子入札システムで受け付ける。

総合評価小委員会・分科会
　　月　　日（　）

通知の翌日から
５日後

通知の翌日
から６日後

注１）

　　月　　日（　）

技術審査会
　　月　　日（　） 提出期限の翌

日から
２０日以内

入札・契約手続運営委員会
　　月　　日（　）

競争参加資格無しの通知
　　月　　日（　）

競争参加資格がないと
認めた理由の説明要求

期限
翌日 低入札なし 低入札あり 翌日

速やかに
実施

依頼日を含め
３日後

ヒアリングの実施
（施工体制確認）

追加資料の提出期限

　　月　　日（　）

回答の翌日から
７日後

入札・契約手続運営委員会
技術審査会

ヒアリング日時の通知
（施工体制確認）

・ヒアリング日時の通知（施工体制確認）
・追加資料を提出する旨の連絡

要求期限の翌日
から５日後

速やかに
実施

総合評価小委員会・分科会
ヒアリングの実施
（施工体制確認）

技術審査会

総合評価小委員会・分科会

　　月　　日（　）
入札・契約手続運営委員会

再苦情申し立て期
限

契約の締結
第一順位者（評価値１位）の決定

入札監視委員会
による審議

低入札者である 低入札者でない

特別重点調査対象か否か
落札者の決定

第一順位者の決定

落札者の決定

契約の締結

　　月　　日（　）

契約の締結
低入札者へ

調査方法宣言
重点調査

落札者
の決定特別重点調査

資料の提出
契約の
締結ヒアリング

の実施

対象である 対象でない

落札者の決定

入札執行日（開札日）

質問書に対する回答期限

特
別
重
点
調
査
の
手
続
き

施

工

体

制

確

認

型

総
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評

価
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札
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き


